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1 調査概要 
 

1-1 調査方法 
目的 
働き方改革についての取り組みが求められるが、県内の中小企業で働く雇用労働者の

休暇の取得状況や、定年年齢、退職金制度有無等についての県内企業のデータ、特に、

小企業者に関するデータがないため、アンケート調査を実施することにより県内小企業

者、中小企業者の働き方改革にむけた取り組み状況や課題を把握し、普及啓発が必要な

テーマや実施方法、課題解決に向けた具体的な支援を行うための基礎的な情報を取得す

ることを目的とする。	

	

アンケート調査の方法 
本調査では次の通りアンケート調査を実施した。 

 
項目 内容 
調査期間 平成 31年 1月 21日から平成 31年 2月 1日 
調査方法 郵送配布郵送回収 
調査対象 高知県内の事業者 4000社 
調査項目 常勤従業員の労働条件 

パート従業員の労働条件 
働き方改革に関する課題 

 
※データの抽出方法 
商店街振興組合や事業協同組合などの会員企業、ものづくり補助金の採択企業など

から 4,000社を抽出した。
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アンケート調査用紙 
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2 アンケート調査結果 
回答のあった９４１票のうち廃業、従業員なしを除く 894 票を分析対象とした。こ
の結果、有効回収率は約 22.4％（894票/4000票）となった。 
また、集計にあたっては以下の通り処理を行った。 

• アンケートに答えていただいた質問ごとに、未回答を含む無効回答を除いたものを

母数として集計した。 
• 5（1）従業員１人あたりの一週間の所定内労働時間について、10時間未満や 44時
間を超過した時間を記載している回答については、1日当たりの労働時間を記載し

た、あるいは	 時間外を含めて記載したと考えられるため、無効回答として処理し

た。 
 

従業員数・業種について 

アンケートを回収した事業者の常勤従業員数は、2人以下と 3−5人がそれぞれ約 20％、
11−20人が約 19％となり、20人以下の事業者が約 75％を占める結果となった。また、
51人以上の事業者は全体の約 10％となった。パート従業員数は、2人以下が約 61％と
最も多く、次いで 3−5人が約 16％、6−10人が約 12％となった。 
次に、事業者の業種について、建設業が約 31％と最も多く、次いで製造業（食品以
外）、その他、製造業（食品）となった。 
また、業種別みると、卸・小売業や飲食・宿泊サービス業は、建設業や製造業に比べ

て、常勤従業員数「5人以下」の占める割合が大きい。 
 

 
図 1 常勤従業員数（n=887） 
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図 2 パート従業員数（n=635） 

 

 

図 3 業種（n=865） 
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図 4 業種別の常勤従業員数 

 
表 1 常勤従業員数（n=887） 

 

 
表 2 パート従業員数（n=635） 
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表 3 業種業種（n=865） 
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常勤の従業員の方の労働条件について 

 
休日休暇制度についておたずねします。（SA） 
常勤従業員の休日休暇制度は、「週休 2 日（月 1 回〜3 回）」が全体の約 57％と最も
多く、次いで「全週休 2日」「週休 1日」となった。 
常勤従業員規模別にみると、「週休 1 日」の占める割合について、2 人以下の事業者
では全体の傾向とは異なってが比較的高くみられ、21人以上の事業者では低くみえる。 
業種別にみると、製造業と卸・小売業では、「全週休 2日」の割合がいずれも約 30％
と他業種に比べて多く、宿泊・飲食サービス等では、「週休 1日」が約 32％と他業種に
比べて多い結果となった。 
 

 
図 5 休日休暇制度（n=828） 

 
表 4 休日休暇制度（n=828） 

 

 

13.6%

25.1%

57.2%

4.0%

�	 1�

�	��
�	2��
���
���
�	����

�� �
� 
�

����� ��� ���	�
����� ��� �%���
�����	���	��� �
� %
���
������ �� ����
�
� ��� ������



 10 

 
図 6 休日休暇制度（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

 
図 7 休日休暇制度（業種別）※棒中の数値は実数 

 
年次有給休暇の取得状況を教えてください。（SA） 
年次有給休暇の付与日数は「16 日以上 20 日以下」が全体の約 52％を占め、次いで
「11 日以上 15 日以下」「6 日以上 10 日以下」となった。常勤従業員規模別にみると、
従業員規模数が大きいほど、付与日数が 16日以上と多い割合が高く、逆に従業員規模
が小さい事業者ほど付与日数が少ない割合が高い。また、従業員規模数が小さい事業者

には、付与日数が「21日以上」のところが 30％近くある一方で、付与日数が少ない事
業もあり、ばらつきがみられた。業種別にみると、製造業では「16 日以上 20 日以下」
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の占める割合が他と比べて高くみえるが、それ以外の業種ではばらつきがみられる結果

となった。 
 
また、平均的な取得日数と付与日数から年次有給休暇の取得率を求め、20％おきに集
計した。取得率をみると、「取得率 80％以上」が全体の約 24％に留まり、全体的に年
次有給休暇を十分に活用していない状況が伺える。従業員規模別にみると、2人以下は
「100％以上」と回答したのが約 49％と、その他の規模と比べて圧倒的に高い。これら
は付与日数が少ないことも影響しているであろう。 

 
図 8 年次有給休暇の付与日数 
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図 9 年次有給休暇の付与日数（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

 
図 10 年次有給休暇の付与日数（業種別）※棒中の数値は実数 
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図 11 年次有給休暇の取得率（n=665） 

 

 

図 12 年次有給休暇の取得率（従業員規模別）※棒中の数値は実数 
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表 5 年次有給休暇の付与日数（n=678） 

 

 
表 6 年次有給休暇の取得率（n=665） 
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図 13 年次有給休暇の取得促進のための措置（n=698） 

 
表 7 年次有給休暇の取得促進のための措置（n=698） 
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図 14 年次有給休暇の取得促進のための措置（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

図 15 年次有給休暇の取得促進のための措置（業種別）※棒中の数値は実数 
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図 16 時間単位の年次有給休暇の制度化（n=828） 

 
表 8 時間単位の年次有給休暇の制度化（n=828） 
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図 17 時間単位の年次有給休暇の制度化（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

 
図 18 時間単位の年次有給休暇の制度化（業種別）※棒中の数値は実数 
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図 19  1 週間の所定労働時間（n=635） 

 

 
図 20 1 週間の所定労働時間（従業員規模別）※棒中の数値は実数 
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表 9 1 週間の所定労働時間（n=635） 
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図 21 平均的な時間外労働時間（n=800） 

 
表 10 平均的な時間外労働時間（n=800） 
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図 22 平均的な時間外労働時間（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

 
図 23 平均的な時間外労働時間（業種別）※棒中の数値は実数 
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サービス等は製造業や卸・小売業に比べて「定年を定めていない」と回答した者がやや

高いようにみえる。 
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「65才」が約 26％となった。常勤従業員規模別でみると、51人以上の事業者では、「60
才」が約 84％、「65才」が約 8％と、ほぼ 60才定年となった一方で、その他の規模で
は、「65才」と回答した事業者も 24％から 39％まであり、60才と 65才の定年に 2極
化していることがわかった。業種別にみると、建設業は他の業種に比べ「60 才」に占
める割合が高く、「65才」に占める割合が小さいようにも見受けられる。 

 

 
図 24 定年年齢の有無（n=864） 

 

 
図 25 定年年齢の有無（従業員規模別）※棒中の数値は実数 
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図 26 定年年齢の有無（業種別）※棒中の数値は実数 
 

 
図 27 定年年齢（n=597） 
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図 28 定年年齢（従業員規模別） 

 

 
図 29 定年年齢（業種別） 

 
表 11 定年年齢の有無（n=864） 
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表 12 定年年齢（n=599） 
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図 30 定年後の勤務延長等（n=698） 
 

 
図 31 定年後の勤務延長等（従業員規模別） 
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図 32 定年延長制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（n=303） 

 

 
図 33 定年延長制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（従業員規模別） 
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図 34 定年延長制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（業種別） 

 

 
図 35 再雇用制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（n=467） 
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図 36 再雇用制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（従業員規模別） 
 

表 13 定年後の勤務延長等（n=698） 
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表 14 定年延長制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（n=303） 

 

 
表 15 再雇用制度ありと答えた事業者の定年延長年齢（n=467） 
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退職金・企業年金制度について教えてください（公的年金を除く）。 
（1）実施している制度（SA） 
退職金・企業年金制度について、「一時金のみ」が約 39％、「退職年金のみ」が約 18％、
「一時金と退職年金」が約 10％となり、「なし」と回答した事業者は約 20％にのぼっ
た。 
常勤従業員規模別にみると、従業員規模が小さいほど「なし」の割合が高く、2人以
下では約 36％、51人以上では約 7％となった。 
業種別にみると、「なし」と回答した者が全体が約 20％だったのに対して、宿泊・飲
食サービスは約 42％と高い。 

 
図 37 実施している退職金・企業年金制度（n=828） 

 

39.1%

17.9%

9.5%

6.2%

20.3%

7.0%

�
���
������
�
������
��

��
��	��



 33 

 
図 38 実施している退職金・企業年金制度（従業員規模別）※棒中の数値は実数 

 

 
図 39 実施している退職金・企業年金制度（業種別）※棒中の数値は実数 
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表 16 実施している退職金・企業年金制度（n=828） 

 

 
（2）利用している制度（MA） 
利用している制度は、「共済制度（中小企業退職金共済）」が約 60％ともっと多い結
果となった。 
常勤従業員規模別にみると、51人以上の事業者では、「企業内で準備」の占める割合
が約 39％と、全体に比べて高い。 
業種別にみると、卸・小売業は「企業内で準備」と回答した者がやや全体に比べて高

いようにみえる。 
 

 
図 40 利用している退職金・企業年金制度（n=665） 
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表 17 利用している退職金・企業年金制度（n=665） 

 
 

 
図 41 利用している退職金・企業年金制度（従業員規模別） 
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図 42 利用している退職金・企業年金制度（業種別） 
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パート従業員の方に労働条件について 

 
パート従業員の方の雇用制度について改善を検討していることを教えてください。

（MA） 
パート従業員の雇用制度の改善検討事項について、「賃金賞与制度の改善」が約 41％、
次いで「正職員への転換」が約 37％と多かった。 
常勤従業員規模別にみると、2 人以下の事業所では、「賃金賞与制度の改善」の占め
る割合が全体に比べてやや高く、「正社員への転換」はやや低くみえる。 
業種別にみると、建設業は「賃金賞与制度の改善」の占める割合が全体に比べ低く、

「その他」が多い。宿泊・飲食サービス等は「賃金賞与制度の改善」の占める割合が、

全体に比べて高くみえる。 
 

 
図 43 パート従業員の雇用制度の改善検討（n=481） 
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表 18 パート従業員の雇用制度の改善検討（n=481） 

 

 

 
図 44 パート従業員の雇用制度の改善検討（従業員規模別） 
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図 45 パート従業員の雇用制度の改善検討（業種別） 

 
パート従業員の正職員への転換で課題となっていることを教えてください。（MA） 
パート従業員から正職員への転換で課題となっていることとしては、「パートでの対

応が望ましい業務がある」が 53％と最も多く、次いで「パート従業員が正職員への転
換を希望しない」が約 44％となった。 
常勤従業員規模別にみると、51 人以上の事業所で「パート従業員が正社員への転換
を希望しない」の占める割合が全体と比較してやや低くみえる。 

 
図 46 パート従業員から正職員への転換課題（n=509） 
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表 19 パート従業員から正職員への転換課題（n=509） 

 
 

 
図 47 パート従業員から正職員への転換課題（従業員規模別） 
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働き改革に関連して企業全体で検討している課題等 

 
従業員の労働条件の改善で検討していることを教えてください。（MA） 

従業員の労働条件の改善検討事項について、「賃上げ」が約 55％と最も多く、次いで
「時間外労働の削減」が約 39％、「休暇の増」が約 30％となった。 
常勤従業員規模別にみると、「賃上げ」の占める割合は 2 人以下と 51 人以上の事業
所では、全体に比べて低くみえる。また、「時間外労働の削減」の占める割合が、従業

員規模が大きいほど高くなる傾向がみられる。 
 

 
図 48 労働条件の改善検討事項（n=788） 
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表 20 労働条件の改善検討事項（n=788） 

 
 

 
図 49 労働条件の改善検討事項（従業員規模別） 
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その内訳として「制度の説明」が約 69％と最も多く、「就業規則等の作成・変更の相談」
は約 30％となった。 
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常勤従業員規模別にみると、2人以下の事業者では「その他」に占める割合が全体に
比べてやや高くみえる。 

 
図 50 支援を望むこと（n=541） 

 
表 21 支援を望むこと(n=541) 
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図 51 支援を望むこと（従業員規模別） 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

2
�� 3�5
 6�10
 11�20
 21�50
 51
��

����� ������

���	���

���


